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                         2008年 6月 5日 

包括的な環境政策に関する中間報告 

「環境宣言」「地球温暖化防止に関する基本方針」を策定 

省エネ施策に加え熱帯林の保全でCO2排出量を抑制 
 
 

 

株式会社セブン&アイ・ホールディングス（本社：東京都千代田区、代表取締役   
会長 最高経営責任者<CEO>：鈴木 敏文、以下 セブン&アイ HLDGS.）は、現在、
従前より事業会社毎に取り組んできた環境対策をより一層強化し、地球温暖化防止を

軸にした包括的な政策の展開に向け検討・準備を進めており、このたび、その進捗  

状況を中間報告として発表いたします。 
 
当社では、環境問題を経営の最重要課題の一つと位置づけ、セブン&アイグループ

としての「環境宣言」ならびに「地球温暖化防止に関する基本方針」を 2008 年 6 月 
5日付けで策定いたしました。 

 
また、熱帯林に関する国連の条約機関である国際熱帯木材機関（本部：神奈川県  

横浜市、事務局長：エマヌエル・ゼ メカ、以下 ITTO）を通じて、二酸化炭素（CO2）
の排出抑制につながる「原生熱帯林保全プログラム」を 2009年春より開始することを
決定いたしました。 

 
セブン&アイ HLDGS.では、地球環境や温暖化に関する国内外の情勢および省エネ

技術革新の動向等を今後も注視し、さらなる CO2の削減に努めるとともに、環境対応
に関する情報を適宜、積極的に開示してまいります。 
 

 

記 
   
1．「環境宣言」の要旨  

◆ 環境問題対策において、世界の小売業のトップリーダーを目指し、セブン&アイ  
グループ全社をあげて取り組みます。 

 

◆ 二酸化炭素の排出削減をより一層積極的に推進します。 
 

◆ グループ全社員へ環境教育等を通じた啓発に努めます。 
 
◆ 社員一人ひとりが企業市民としての社会的責任を自覚し、地球環境、地域社会との

共生に取り組みます。 
 

◆ 環境に関する取り組みについて、正確・確実・迅速に情報を公開してまいります。 
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2．「地球温暖化防止に関する基本方針」の骨子 
   Ⅰ．CO2排出量の把握・検証 
   Ⅱ．CO2排出量の削減 

○ 商品の開発・生産における CO2の削減 
○ 物流の効率化による CO2の削減 
○ 販売に伴う CO2の削減 
○ 社員による CO2の削減 
 

3． 地球温暖化防止に向けた主な施策（グループ共通） 

■ 事業活動における CO2排出量の正確な把握 
■ 最新の省エネ設備、再生可能エネルギーの導入 
■ 環境モデル店舗の出店 
■ ITTOを通じた「熱帯林保全プログラム」の実施 
■ 物流のさらなる効率化（バイオディーゼル燃料の実験導入・継続研究含む） 
■ フードマイレージの観点からの地場商品の積極的な導入 
■ プライベートブランド「セブンプレミアム」について、製造・配送・販売・廃棄の    

各段階における CO2排出量の調査（カーボンフットプリント） 
■ 環境をテーマにしたフェアやキャンペーンの実施 
■ 店舗から排出される食品残さの飼料化、堆肥化のさらなる推進 
■ グループ全社員の環境啓発活動の実施 
・ 全従業員は、環境省が呼びかけている「CO2削減チャレンジ宣言」に参加し、

各自家庭での CO2削減に取り組むと同時に、各自の CO2削減量を宣言 
・ 社員食堂を含め全事業所での割り箸の使用を中止 

・ 全従業員は、自主的に買い物時のマイバッグを持参 
 

 
 

★セブン&アイ HLDGS.の環境シンボルマークについて     
 

 
 

 
 
 

 

□ SEVEN ECOLOGYについて 
  セブン&アイグループをとりまく「お客様」「取引先」「株主」
「地域社会」「社員」「環境に関する政府間組織・NGO・ 
NPO等」「国際社会」が、力を合わせて地球環境保全に 
取り組む姿勢を表しました。 

□ 双葉のリーフの意味 
セブン&アイグループは、二酸化炭素を吸収する植物を 
シンボルとして大切にしながら、 

地球環境保全活動を進めていくという意味を込めました。 
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セブン＆アイHLDGS. 環境宣言 

 
 

私たちは、今、地球環境を保全し、 
豊かで美しい自然環境を次世代へ継承することこそが、 

人類共通の課題であり、私たちの使命であると考えています。 
地球環境と企業活動の調和を実現するため、 

商品の開発、製造、物流、販売に至るサプライチェーン全体で 
お客様、地域社会、お取引先様と協力しあいながら、 

商品の安全・安心はもとより、 
環境問題対策において世界の小売業のトップリーダーを目指し 

セブン＆アイグループ全社をあげて取り組みます。 
 

私たちは、地球温暖化の防止は地球上における最大かつ喫緊の課題であると 
認識し、低炭素社会の実現に向けて、 

温暖化の主因である二酸化炭素の排出削減をより一層積極的に推進します。 
 

私たちは、グループ全社員への環境教育等を通じた啓発に努めるとともに、 
社員一人ひとりが企業市民としての社会的責任を自覚し、 

地球環境、地域社会との共生に取り組みます。 
 

私たちは、誠実かつ透明性の観点から、こうした取り組みについて 
正確・確実・迅速に情報を公開していきます。 

 
 

策定日 2008年 6月 5日 
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セブン&アイHLDGS. 地球温暖化防止に関する基本方針 
 

セブン&アイ HLDGS.及び事業会社は、環境に関連する法規制を遵守し、事業活動が、
地球規模の資源問題、温暖化問題に関っていることを深く認識し、商品の開発・生産、

配送といったサプライチェーンから、販売、消費までのすべての段階における環境  

負荷を評価し、CO2排出量を削減するよう努めます。 
 

Ⅰ.CO2排出量の把握・検証 
・各事業会社は、各々の事業活動における CO2 の排出量を正確に把握するとともに、
加盟する協会が設定した目標指標（エネルギー消費原単位：床面積×営業時間あた

りのエネルギー消費量）等を活用し環境の取組みを検証します。 

・PB商品である「セブンプレミアム」について、今後製造・配送・販売・廃棄の各段
階において排出される CO2排出量を調査します。 

・2007年度よりグループオリジナル商品を製造委託しているお取引先様に対し環境へ
の配慮も含めた「セブン&アイ HLDGS. お取引先行動指針」の遵守を要請し、   
さらに 2008 年度よりその取組みの検証を目的に内部及び外部監査を開始します。 

 

 

Ⅱ.CO2排出量の削減 
各事業会社は、CO2削減に向けて、以下の取り組みを事業特性に合わせて実施します。 
Ⅱ-1 商品の開発・生産による CO2の削減 
・商品の開発・生産にあたり資源や環境の持続可能性の配慮に努めます。 

・商品の開発・生産・配送を含め環境効率の最大化を図ります。 

・商品の容器・包装では、軽くする・薄くするなどの他、環境負荷の低い新素材を   

導入します。 

・食品の安全・安心、地域との共生、フードマイレージの観点から地場商品を積極的

に導入します。 

 

Ⅱ-2.物流の効率化による CO2の削減 
・お取引先様と連携した共同配送により物流過程での環境負荷を最小化します。 

・配送車両については、CNG 車等の環境配慮型車両を積極的に導入するとともに、  
廃食用油を利用したバイオディーゼル燃料（BDF）などの新しい燃料の研究を開始
します。 

・車載端末などを使って、配送車両のよりきめ細かな運行管理を進め、燃費の改善・

燃料の削減に努めます。 

・店舗への商品の配送は繰り返し使える『通い箱』を活用することで資源を有効活用

します。 
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Ⅱ-3.販売にともなう CO2の削減 
-店舗設備・什器- 

・環境マネジメントを徹底し店舗、事業所でのエネルギー使用を削減します。 

・新しい店舗は以下の取組みを導入することで、「環境配慮型店舗」を目指します。 

＞燃料電池などの新エネルギーや、太陽光・風力発電・バイオマス燃料など再生  

可能エネルギーを導入します。 

＞ヒートポンプや畜熱システムなど、エネルギー高効率利用型機器・システムを  

導入します。 

＞店舗の照明や冷蔵ケースなどの設備機器を省エネ型に変更します。 

 

-販売- 

・省エネルギーに役立つ商品・サービスの提供などを通じ、温室効果ガスの削減に  

貢献します。 

・お客様が環境負荷低減への配慮を実感できるような環境満足度の高いサービスや 

販売方法に努めます。 

・無料でお配りしている容器・包装資材については、有料化も使用量の削減につなが

る一つの効果的な手段と位置づけ、各事業会社の事業特性やお客様・行政等、関連

するステークホルダーのご理解・ご協力のもと、有効な手段を考えて導入します。 

・店舗から排出される食品残さを焼却せず、循環資源として飼料化または堆肥化など

のリサイクルを積極的に実施します。また、これらを活用した農畜産物を商品化し

グループ各社にて販売することで、循環型社会の構築に努めます。 

 

Ⅱ-4.社員による CO2削減 
・グループ全社員に対して環境教育等を通じた啓発に努め、社員自らが CO2 削減を  
積極的に進めていきます。 

 

 

 

策定日 2008年 6月 5日 
 
 
 

以上 
 


